
庁 議 案 件 № 1 

令 和 3 年 6 月 3 日 

所管 産業振興局 農政部 

 

件  名 令和3年第2回市議会（定例会）に追加提案する議案について 

経 過 ・ 現 状 

 

政 策 課 題 

① 和解について 

② 補正予算案 

2件（議案2件） 

対 応 方 針 

 

今 後 の 取 組 

（ 案 ） 

① 和解について【資料1】 
 
【経過】 

昭和40年頃 日置荘西町の養豚場が経営開始 

昭和60年頃 周辺の市街化が進み、悪臭等の苦情が表面化 

平成10、21、令和3年 日置荘西校区自治連合会他より移転等の陳情を受理 
 
【これまでの対応】 

・当該養豚場における臭気測定の結果は、継続的に規制基準を超過。 

・養豚場に対し改善策を講じるよう指導を重ね、事業者は施設の改修などの悪臭

改善策を順次実施してきたが、抜本的な解決は困難な状況。 
 
【現状】 

・令和3年3月、日置荘西校区自治連合会の会長から、以下のとおり公益社団法

人民間総合調停センターに和解あっせんの申立てがあった。 

1 養豚場に対し、養豚経営地を移転し又は養豚経営の廃止を求める。 

2 堺市に対し、養豚場が養豚経営地を移転し又は養豚経営を廃止するにあた

って生じる損害を補填するための必要な補償をすることを求める。 

・同センターが関係者から聴き取りなどを行い、令和3年6月、意見書と和解案

が示された。 
 
【意見書の概要】 

・堺市畜産環境整備事業補助金等交付要綱に基づく協力金を支払うための「公益

上」の必要を認めるのが相当であり、市が事業者に対して協力金として 6,700

万円以上を支払うことが妥当。 
 
【和解案の概要】 

・養豚場は令和3年8月末日限りで当該地における養豚場の事業を廃止し、建物

その他の工作物等一切を収去する。 

・堺市は養豚場に対し、要綱に基づく協力金6,700万円を支払う。 
 
【対応方針】 

本市の協力金支出により本件養豚場が廃止され、その事業に係る建物その他の

工作物等一切が収去されることには公益性があり、当該協力金の金額も妥当であ

ると認められることから和解案を受け入れる。 

 

 



② 補正予算案【資料2】、【資料3】 

◆ 一般会計 

［歳出］                        67,000千円 

（内訳） 

○ 養豚場経営廃止協力金の交付             67,000千円 

 

［歳入］                        67,000千円 

（内訳） 

○ 繰入金                                     67,000千円 

 

効 果 の 想 定 当該地域の悪臭問題が根本的に解決する。 

関 係 局 と の 

政 策 連 携 
環境局、健康福祉局 



 

 

 

議案第 70 号 

 

和解について 

 

 和解あっせんの申立て事件について、次のとおり和解する。 

 

１ 事件名    

公益社団法人民間総合調停センター 

令和 2年（和）第 137 号 

 

２ 和解の相手方 

（申立人）大阪府堺市東区＊＊＊＊＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊ 

（相手方）大阪府堺市東区＊＊＊＊＊＊＊＊ 

田中養豚場こと＊＊＊＊ 

  

３ 和解条項 

第１条 ＊＊＊は、令和３年８月末日限り、＊＊＊が市街化区域内である別紙物件目録

記載１及び２の土地（以下「本件土地」という。）で経営する田中養豚場（以下「本

件養豚場」という。）の事業を廃止するとともに、別紙物件目録記載３から７まで

の建物その他の本件養豚場の事業に係る工作物等一切を収去する。 

第２条 ＊＊＊は、本件土地の跡地利用については、次に掲げる事項を遵守する。 

⑴ 大気汚染、水質汚濁、騒音、悪臭等の環境問題が生じないようにする。 

⑵ 畜産経営その他これに類する経営の用途に供しない。 

第３条 ＊＊＊が、第１条の収去をし、かつ、堺市化製場等に関する条例（昭和５９年

条例第２８号）第８条に基づく動物の飼養又は収容の廃止の届出をすることを条

件に、堺市は、＊＊＊に対し、堺市畜産環境整備事業補助金等交付要綱に基づく

協力金６７００万円を支払う。 

２ 堺市は、前項の金員について、堺市が定める様式に従った協力金の交付請求が

あった日から起算して３０日以内に、＊＊＊名義の口座に振り込む方法により支

払う。振込手数料は、堺市の負担とする。 

資料 1 



 

 

 

第４条 本件の成立手数料は金３０万円とし、＊＊＊の負担とする。 

第５条 申立人＊＊＊＊、相手方＊＊＊及び堺市は、本和解契約の成立により、本件養

豚場に関する紛争が解決したことを確認する。 

  



 

 

 

物 件 目 録 

 

１  所  在  堺市東区日置荘西町七丁 

地  番  ５４５番１ 

地  目  宅地 

地  積  １１０６．２１平方メートル 

 

２  所  在  堺市東区日置荘西町七丁 

地  番  ６８９番２ 

地  目  宅地 

地  積  １１４．１５平方メートル 

 

３ 所  在  堺市東区日置荘西町七丁５４５番１ 

家屋番号  未登記 

種  類  豚舎 

構  造  軽量鉄骨造・カラー鉄板波板葺・平家建 

床 面 積  １４６.００平方メートル 

 

４ 所  在  堺市東区日置荘西町七丁５４５番１ 

家屋番号  未登記 

種  類  豚舎 

構  造  木造・日本瓦葺（カラー鉄板波板葺）・平家建 

床 面 積  １６４.００平方メートル 

 

５ 所  在  堺市東区日置荘西町七丁５４５番１ 

家屋番号  未登記 

種  類  豚舎 

構  造  木造・塩ビ波板葺（波型スレート板葺）・平家建 

床 面 積  ２７５.２２平方メートル 

 

６ 所  在  堺市東区日置荘西町七丁５４５番１ 



 

 

 

家屋番号  未登記 

種  類  豚舎 

構  造  軽量鉄骨造・波型スレート葺（塩ビ波板葺）・２階建 

床 面 積  ４８５.３１平方メートル 

 

７ 所  在  堺市東区日置荘西町七丁５４５番１ 

家屋番号  未登記 

種  類  豚舎 

構  造  鉄骨造・カラー鉄板波板葺・平家建 

床 面 積  ７１.１１平方メートル 

 

以上 

  



 

 

 

(議案第 70 号説明資料) 

 

和解について 

 

相手方田中養豚場こと＊＊＊は、東区日置荘西町 7 丁において昭和 40 年頃から養豚場

（以下「本件養豚場」という。）の経営を行っている。その後、本件養豚場周辺の市街化に

伴い、悪臭問題が発生するようになった。平成 10 年、平成 21 年及び令和 3 年には、日置

荘西校区自治連合会及び関係する町会から、連名で堺市議会に陳情書が提出されている。 

本市では、平成 20 年以降、本件養豚場周辺において悪臭防止法に基づく臭気測定を実

施してきた。その結果は、規制の基準である「臭気指数 10」を継続的に超過している状況

にあり、本市から本件養豚場に対し、改善策を講じるよう指導を重ねてきた。本件養豚場

としても、施設の改修等の悪臭改善策を順次実施してきたが、抜本的な解決は困難な状況

である。 

今般、日置荘西校区自治連合会の会長である申立人は、令和 3 年 3 月 21 日付けで公益

社団法人民間総合調停センターに和解あっせんを申し立て、本市に対して、本件養豚場を

移転し、又は廃止するに当たって生じる損害を補填するための必要な補償をすることを求

めた。令和 3 年 6 月 1 日、同センターから堺市畜産環境整備事業補助金等交付要綱に基づ

く協力金を支払うための「公益上」の必要を認めるのが相当であり、市が事業者に対して

協力金として 6,700 万円以上を支払うことが妥当との意見が示された。 

これらのことを踏まえ、本市の協力金支出により本件養豚場が廃止され、その事業に係

る建物その他の工作物等一切が収去されることには公益性があり、当該協力金の金額も妥

当であると認められることから、和解案を受け入れ、その和解条項のとおり和解するもの

である。 



 

令和 3年度 6月補正予算（案） 

                                                                                              

                                 67,000 千円 

 

 
 

 

（歳 出）                                     67,000 千円 

 

○ 養豚場経営廃止協力金の交付 67,000 千円 

 養豚場の経営廃止に対する協力金を交付  

   

 

（歳 入）                                      67,000 千円 

 

○ 繰入金 67,000 千円 

・財政調整基金繰入金 67,000 千円 

  

 

 

全 会 計 

一 般 会 計 

資料 2 



（現計） （単位 千円）

事業費 国 府 市債 その他 一財

67,000 0 0 0 0 67,000

1 産業振興局 農水産課 228-6971 畜産振興事業 養豚場の経営廃止に対する協力金の交付に要する経費。 67,000 67,000

令和3年度6月補正予算（案）総括表

No 局名 所管課 連絡先 事業名 補正予算（案）の内容

補正予算（案）

一般会計

資料3


